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研究成果の概要： 

教員養成大学・学部は、専門職大学院を設置したとしても、従来型の修士課程教員養成を

廃止しては効果が半減することになる。専門職大学院は、従来型修士課程教員養成の広がりと

深さに支えられてこそ安定した機能を果たすことができるのであり、他方、従来型修士課程教

員養成も専門職大学院が中核的役割を果たしてこそ効果的な教員養成を展開できる。両者の長

所を生かし、効果的な相互交流をすることで、ともに教員養成を充実させることができる。 
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１． 研究開始当初の背景 

教育政策は、専門職大学院問題をはじ

め、実践的資質形成の観点から、新たな教

員養成のあり方を要請しているが、そのカ

リキュラムについては、いまなお未成熟な

研究段階にある。 

まずは、各教員養成大学で開発されて

きたカリキュラムについて、その意義と課

題を明らかにすることである。政策の動き

が急で、各大学は、ひとつのカリキュラム

が落ち着かないままに、次の制度改革とカ

リキュラム改革が迫られている状況にあ

るが、そのなかでも各大学はそれぞれの実

態に即してカリキュラム改革と実践を積

み重ねてきているので、それらの実践的模



索と試行錯誤について聞き取りなどによ

る実態調査をして、継承すべき構想と実践

を紡ぎ出す必要がある。 

これを追究しつつ、教員養成大学・学

部では、専門職大学院をいかに位置づける

べきかについて検討する。 

 

２． 研究の目的 

（１） 主として最近15年間の教員養成政

策の動向についての分析と考察をしてお

きたい。教員養成政策は、新課程設置、

あるいは教員養成大学部間の統廃合問題、

教員養成GP、ひいては専門職大学院構想

など、めまぐるしく展開してきたが、こ

れはどのように整理して捉えるべきか、

今後のあり方を考える上で、大切な問題

である。これをまずマクロな政策レベル

で分析することである。 

（２） もうひとつの政策レベルの問題は、

教員免許法改正である。教員は時代の変

化に対応するために、その資質としてあ

まりに多くの要件が期待され、その過剰

な要請に応え切れないために、教員免許

法では、「教科及び教職科目」などの弾

力化を図って、個性的な免許取得を認め、

教員総体としての資質向上で対応しよう

としているが、これは教員養成の実際で

はどのように機能しているのか、また進

行中の教員免許の更新制がどのような仕

方で今後展開されるのか、これらをふま

えないでは、教員養成の考察はできない。 

（３） さらに政策レベルでは、教員研修プ

ログラムの改正も整理する。初任者研修

と10年経験者研修の「法定研修」のほか、

5年経験者研修、20年経験者研修、生徒指

導主事研修、教務主任研修等々との連続

性の課題もあるので、これも一通り整理

することである。 

（４） それから、小中高の学校における教

員評価の導入と、各都道府県における不

適格教員排除の動向もふまえる。要する

に、学校の役割と社会への説明責任とし

て、教員評価及び不適格教員排除が本格

的に動きだすことになった時代の変化も

おさえることである。そこでは、どのよ

うな資質が望ましいものとして評価され、

不適格とはどのような事実を指すのか、

これまた教員養成を構想する上で、重要

な前提となる。 

（５） 教員養成のカリキュラム改革と実

践の展開の分析と考察が課題である。こ

れが本研究の主たる課題で、全国の教員

養成大学・学部に絞って、その改革と実

践を調査する。 

（６） 法人化以後の新しい問題は、教員養

成教育の評価である。そのまま大学の認

証評価につながり、教員養成教育の実践

の質に関わる重要な課題であるので、こ

れと関連づけて（５）の調査をすること

である。 

 

３．研究の方法 

（１）から（４）は、問題を捉えるための

マクロな課題分析が中心で、本研究の中心

課題は（５）と（６）で、各教員養成大学・

学部で進行中のカリキュラム改革はどのよ

うな実態にあり、今後どう展開すべきか、

またどのように評価すべきか、という点に

あるので、（１）から（４）のマクロな分

析をしつつ、（５）（６）については、各

教員養成大学・学部作成の改革案や実施資

料を収集し、その改革構想と評価の仕方に

ついて聞き取り調査をするという方法をと

った。 

 
４．研究成果 

教員養成のカリキュラム研究は、日本教



育大学協会のワーキンググループが開発

したモデルのコア・カリキュラムが一種の

基準のようにモデルとして機能している。

しかし、多くの教員養成大学・学部では、

当然のことながら、各大学の置かれた条件

と、専門職大学院などの設置条件との関係

において、可能な道を選択しているという

実態にある。 

コア・カリキュラムに意味がなかったと

いうことではなく、そのモデルを実施する

だけの条件が整っていないというべきで

あろう。しかし、各大学において教員養成

への積極的な認識を形成する上で、よい方

向に影響を与えたことは聞き取り調査で

確認できた。各教員養成大学・学部のカリ

キュラム開発においては、それが一種の基

準として機能し、それとの関係において、

取捨選択がなされたり、説明されたりして

いる。 

専門職大学院については賛否両論が激

しかったが、その路線の選択にかかわらず、

教員養成大学には大きな変化が見られた。

学校現場との関係性の見直しとスクー

ル・ベイストのカリキュラム開発が一般化

してきたことである。 

これまでは、観念的な教育論のもとに、

学校現場での有効性を軽視し、大学内だけ

の内向きの議論に終始しがちであったが、

現在は、教員養成のカリキュラム改革が、

大きく変貌をとげ、教育委員会及び連携学

校との協力のもとに、新しいカリキュラム

を開発し、ひいては新しい教育科学の在り

方まで展望するようになった。これは専門

職大学院という荒療治の成果と言える。 

専門職としての教員を養成する上で、専

門職大学院の組織構成はかなり小規模で、

構成員にやや無理がかかっていることも

聞き取り調査で確認できたが、実務家教員

の常識から見れば、それほどの苦労でもな

いという認識で、従来の大学教員と実務家

教員との認識の違いは興味深い。 

従来からも、この種の実務家大学教員

は存在したが、専門職大学院においては、

必要不可欠な人材として採用されている

ので、実務家教員は従来よりもはるかに重

い存在になっており、かなり実際的で望ま

しい効果を発揮していると判断できた。 

結論的には、教員養成大学・学部の望ま

しい人員構成とカリキュラムの在り方を

構想するなら、専門職大学院のカリキュラ

ムをコア・カリキュラムとし、かつ、中核

の人的構成としつつ、従来型の学士課程・

修士課程教員養成の人員・カリキュラムが

外円を構成するという仕方を採るのが安

定的で望ましい形であるとみられる。 

これは単なる妥協的混合ではなく、教員

養成大学への聞き取り調査によって、これ

こそ実際的なあり方であると確認できた。

単独の小規模専門職大学院というのは、大

学院に値しない狭さと浅さが目立ち、安っ

ぽい専門学校に陥りかねない危険性をは

らんでいるが、教員養成大学は、基本的に

学士課程及び修士課程において教員養成

のカリキュラムを展開しており、その中核

に専門職大学院コースが位置づくことで、

全体としてのカリキュラム及び教員養成

の実際的展開において、よい影響がもたら

されていると評価できる。 

現行の修士課程の教員養成課程は、実

践的資質形成の要請を受けて、いくつかの

改革をしてきているが、必ずしも実践的資

質形成において成功してきていない。しか

し、ある種のカリキュラムを作り出すなど

努力してきたことは事実である。修士課程

教員養成は、専門職大学院に比して、はる

かに壮大な人員構成でカリキュラムを構



成してきたはずで、そのコンセプトしだい

では、専門職大学院をしのぐ水準の教育が

できるはずであったが、大学は伝統的にア

カデミック志向が強く、本来のプロフェッ

ショナルを養成すべき実践を展開できな

かった。 

それでも現行の修士課程の実績を生か

し、かつ専門職大学院の教員養成と結びあ

えるカリキュラムを構想することが必要

である。 

専門職大学院での教育に重心を移すこ

とは、新しい教員養成の出発なのか、それ

とも教員養成大学・学部の自殺行為なのか、

大切な岐路に立つことになるが、これまで

の専門職大学院のありようと従来型修士

課程教員養成のありようとを見れば、やは

り相互交流の中で、互いに効果を高めあえ

る道が見いだせるはずである。 

したがって、前述したように、教員養成

大学・学部は、専門職大学院を設置したと

しても、従来型の修士課程教員養成を廃止

しては効果が半減することになるので、共

存のカリキュラム開発を図ることが望ま

しい。 

専門職大学院は、従来型修士課程教員養

成の広がりと深さに支えられてこそ安定

した機能を果たすことができるのであり、

他方、従来型修士課程教員養成も専門職大

学院が中核的役割を果たしてこそ効果的

な教員養成が展開できる。 

目下、両者は制度上切れた関係にあるが、

教員養成大学での両社の教育は実質的に

はつながっており、むしろ両者の長所を生

かし、積極的につなぐカリキュラムを開発

するところに、新しい教員養成大学・学部

の未来があるように思われた。 
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